


































































国家戦略としての「日本再生戦略」（平成 24 年 7 月閣議決定）にも重点施策
として反映された（国家戦略会議 2012）。
これらは、野田第１次改造内閣のもと行われた政策であるが、続く平成




の「日本再興戦略」（平成 25 年６月閣議決定）から「日本再興戦略 2016」（平
成 28 年６月閣議決定）まで、また「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成











平成 27 年６月に「女性活躍加速のための重点方針 2015」、平成 28 年５月に
「女性活躍加速のための重点方針 2016」を策定した（すべての女性が輝く社会


































































































　　平成 25 年度補正予算　29 団体（都道府県 15、市 4、法人等 10）
「地域女性活躍推進交付金」
　　平成 26 年度補正予算　86 団体（都道府県 37、区市町 49）
　　平成 27 年度補正予算　72 団体（都道府県 34、市 38）
「地域における女性活躍推進モデル事業」
　　平成 26 年度　7 団体（都道府県 2、法人等 5）　

























































































































































































































3） 女性活躍推進法により義務づけられた雇用労働者 301 人以上の企業の一般





5） 「地域女性活躍加速化交付金交付要綱」（平成 26 年 2 月 17 日施行）http://
www.gender.go.jp/policy/chihou_renkei/kofukin/pdf/kofu_yoko.pdf



























 h t t p : //www. ka nte i . go . j p/ jp/s i ng i /souse i / i n fo/pd f / h 2 8 - 0 6 - 0 2 -
kihonhousin2016hontai.pdf
内閣府男女共同参画局 2015『第４次男女共同参画基本計画』http://www.gender.
go.jp/about_danjo/basic_plans/4th/pdf/print.pdf
若者・女性活躍推進フォーラム 2015『我が国の若者・女性の活躍推進のための
提言』http://www.kantei.go.jp/jp/singi/ywforum/pdf/teigen.pdf
（いいじま・えり　国立女性教育会館研究国際室研究員）　
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